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【はじめに】2020年に引き続き、東京一極集中から首都圏一極集中へ 

 

新型コロナ人口動態解説シリーズ⑨では、新型コロナ禍 2 年目となる 2021 年上半期の人口移動に

よる 47都道府県の人口純増減の現状を解説したい。 

 

当シリーズにおいて、コロナ禍 1 年目となる 2020 年において、1996 年から続いてきた人口移動に

よる東京一極集中が首都圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）集中へと変化しつつあることを解

説してきた。この流れは 2021年においても変わらず、そしてその中から、東京都に代わり新たな全国

トップの人口集中エリアが登場することとなった。 

 

 

【ついに男女合計で神奈川県が 1位に】 

 

新型コロナ人口動態解説シリーズ⑧では、1 月から 4 月までにおける 4 か月間での状況をレポート

したが、その時点では男女合計、女性で東京都が 1位、男性で神奈川県が 1位であった。しかし、上

半期においては 1236人の僅差ではあるものの、男女合計順位で神奈川県が 1位（2万 6815人の増加）、

東京都が 2位（2万 5579人の増加）となった（図表 1）。 

 

上半期男女合計で転出超過となった 40 道府県から減少した 9 万 847 人のうち、東京都とその隣接

エリア 1都 3県（神奈川県、埼玉県、千葉県）で 90％（8万 1800人）を吸収する形となり、前回レポ

ートした 1 月～4 月も 90％であったので、1 都 3 県の人口吸引力は引き続き強固であったことが確認

できる。 
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【図表 1】2021 年上半期 転入超過数 都道府県ランキング（男女合計、人） 

 
資料：総務省「住民基本台帳移動報告」月報より筆者作成  

 

 

神奈川県（2万 6815人超過）と比較すると、大阪府は 19.8％の人口吸引力、福岡県は 12.2％の人

口吸引力となっており、改めて東京都を囲むエリアである首都圏としての人口吸引力の強さがうかが

える。 

 

コロナ禍を機に、打倒東京、といったキャッチフレーズが浮かんだ自治体もあったかもしれない

が、東京都は神奈川県、埼玉県、千葉県といった、県を超えて通勤可能もしくはテレワークと併用し

ながら通勤することが可能な隣接エリアとともに、広域での東京エリアを形成している。従って、東

京エリアが広域でカバーしあう労働市場を持つ大都市であることを念頭に置きつつ、対策を考える必

要があるだろう。 

 

 

【女性に強い東京都の姿は不変】 

 

コロナ禍 2年目の上半期において、ついに神奈川県が転入超過総数および男性の転入超過数におい

て東京都を超えることとなったが、やはり女性の転入超過数については東京都が首位の座をキープし

た（図表 2）。 

転入超過の男女比をみても、東京都を取り囲む神奈川県、埼玉県、千葉県では、ほぼ男女同数のバ

ランスで移動による人口増加が発生していることがみてとれるが、東京都だけは男性の 1.7倍もの女

性を増加させている。これまで同様、東京都が今の 20代女性、特に東京都の増加人口の大多数を占め

る 20代前半女性1に多くの労働市場を提供している様子が垣間見える。 

 
1 毎年 3月に最も大きな人口移動が起こるが、2021年 3月の東京都の転入超過数を女性人口年齢ゾーン別にみてみると、多

い順に 20～24歳 1万 4550人、15～19歳 3184人、25～29歳 1191人となっており、大卒就職による移動とみられる増加が

圧倒的であることがわかる。 

地域 総数
転入超過エリア計に

占める割合

1 神奈川県 26,815 30%

2 東京都 25,579 28%

3 埼玉県 19,504 21%

4 千葉県 9,902 11%

5 大阪府 5,313 6%

6 福岡県 3,268 4%

7 滋賀県 466 1%

90,847 100%

81,800 90%

転入超過エリア計

1都3県計
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【図表 2】2021 年上半期転入超過数 男女別都道府県ランキング（人） 

 

 
資料：総務省「住民基本台帳移動報告」月報より筆者作成  

 

東京都が女性を惹きつける強い理由の一つとして、2015年に成立した女性活躍推進法の影響が考え

られる。同法では、まずは従業員 301人以上の事業主に対して、女性の活躍状況の把握や課題分析、

数値目標の設定、行動計画の策定・公表などを求めた。また 2019年には義務の対象を 101人以上の事

業主に拡大する法改正が行われた（施行は 2022年 4月 1日）。 

 

従業員が 301人以上の大企業が数の上でも雇用者数でも最も多いのは東京都であり2、全国の大企業

の就業者総数と常用雇用者数の実に 53％を占めている。つまり、女性活躍推進法によって、東京都所

在の企業では女性活躍状況が外部から「見える化」され、そして女性活躍推進が浸透することとなっ

たのである。就職活動をする女学生にとっては、東京都は就業に関する不安を取り除く情報が開示さ

れ、透明性の高いエリアとしてうつる可能性が高まった。 

実際、東京一極集中の男女差は 2015年以降さらに拡大し、コロナ禍がこの男女差を一層拡大してい

る。 

現時点でも 100人以下の事業主にとって女性活躍推進法は未だ努力義務に過ぎず、こういった観点

から考えても、より女性活躍の「見える化」を地方の雇用主が推進していかない限り、東京都への就

職を機とする女性人口の集中は止めることができないであろう。 

 

 
2 中小企業庁ホームページ公開の 2016年調査資料より再計算 

地域 女性
転入超過エリア計に

占める割合

女性／男性

（倍）
地域 男性

転入超過エリア計に

占める割合

1 東京都 16,151 31% 1.7 1 神奈川県 13,440 34%

2 神奈川県 13,375 25% 1.0 2 東京都 9,428 24%

3 埼玉県 10,345 20% 1.1 3 埼玉県 9,159 23%

4 千葉県 4,960 9% 1.0 4 千葉県 4,942 13%

5 大阪府 4,663 9% 7.2 5 大阪府 650 2%

6 福岡県 2,746 5% 5.3 6 福岡県 522 1%

7 滋賀県 286 1% 1.6 7 群馬県 349 1%

52,526 100% 1.3 8 山梨県 263 1%

44,831 85% 1.2 9 茨城県 209 1%

10 滋賀県 180 0%

39,142 100%

36,969 94%

転入超過エリア計

1都3県計

転入超過エリア計

1都3県計


